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が浮き彫りになり，MOT 大学院（技術経営を基軸とする MBA コース）の設置が重要視されるよ
うになった。 
 ビジネススクールとしては，慶應ビジネススクールや国際大学が先駆的実践を行なってきた。
しかし，今次求められているビジネススクールは，このような経済発展の新しい成功モデルの
実現に資するような職業人教育の母体である。有力大学での大学院改革は，このような文脈で
理解されるべきである。 
3．草創期の課題 
 ビジネススクールは，ロー・スクール等のプロフェショナル・スクールと同様に，わが国に
おいては未だ草創期と位置づけられる。MBA が企業社会に受容され，これがビジネス・リー
ダーのキャリア形成に結びついたとき，わが国のビジネススクールが確立期を迎える。それま
わが国のビジネススクールの定着にむけて（奥村） 23 
では試行錯誤を恐れず，わが国に適合的なビジネススクールのあり方を模索していくことであ
る。時代と地域の要請に柔軟に応えていく体制をもつことが，まずもって重要だと思われる。 
次に，大学としてビジネススクールを推進する場合に行なうべき，初期投資について指摘し
ておきたい。第 1は，ビジネススクールのコンテンツに関する事柄である。ハーバード等のケ
ース教材以外に，わが国企業やアジア企業の経営実践に則したケース教材を開発し使用するこ
とが極めて重要である。ケース教育には批判や限界はあるものの，正しく用いればその効用は
証明済であり，わが国やアジア企業のケースは，現状では非常に少ないのである。企業が IR
の姿勢を強めつつある今日，その経営実践をケースとして取り上げ論じることは，産学連携上
の課題でもある。この間アメリカで開発された経営コンセプトの多くが，わが国の企業経営を
ヒントにしたものであることを考慮すれば，わが国の企業経営にはそれだけの価値が含まれて
いたということである。それをケース化しコンセプト・メイクすることは経営学研究の課題で
もある。ビジネススクールがこうしたケースの開発と流通を促進し，わが国やアジア企業の経
営実践を教育に活用できるようになれば，わが国固有のビジネススクールの価値が生まれるも
のと思われる。 
 次に，MOT という時代の要請を受けとめ，経営革新や新事業創造といった企業プロジェク
トに積極的に参画（インターンシップやコンサルティング）し，そのなかで MBA 学生にハンズオ
ンの問題解決を学習させることが重要である。アメリカの例を倣えば，こうした地域に向けた
ビジネススクールの活動と貢献が，その社会的地位を定着させるものと思われる。また，理工
系大学院やロー・スクールとの連携教育プログラムの設置や，国内外のビジネススクール間で
の連携を促進・支援することが重要になると思われる。 
 いずれの課題も一定の労力と財源が必要とされる。個別大学におけるビジネススクール展開
の戦略的位置づけを高めることとあいまって，とくに地域レベルでの産学連携ネットワークを
築くことが必要である。イニシャル・コストに対する必要な手当てが取られるならば，わが国
の新しい成功モデルに適合的なビジネススクールが生まれ，その社会的定着を図ることが可能
になるだろう。このようなビジネススクールづくりを基盤として，経営学教育と研究の新たな
る発展を期待したい。 
 
